
 

 

 

 

 

 

                                    

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ★新労働相談実践マニュアル 日本労働弁護団【編著】 日本労働弁護団 （2022.6） 366.14/27/4 

 労働者が直面した問題に対処するため、実践的な道筋を具体的に示します。そのため、争点のとらえ方や判例・

悪説の説明も踏まえて、どのように闘うかという実践的な内容とともに、労働者にとって注意しなければならな

い視点からの内容も記載します。ハラスメントの相談、非正規雇用労働者の相談、高齢労働者の相談、公務員労

働者の相談、外国人労働者の相談を含めて、あらゆる労働相談に対応しています。労働弁護士として見落とすこ

とのできない最新の判例や立法動向にも目を配ります。 

 

★新・労働法実務相談 新版（第 3版） 労務行政研究所 【編】  

(労政時報選書) 労務行政 （2020.1） R366.1/76/7 

 労務管理をめぐる日常の諸問題は、人（従業員）を扱うものだけに、より公正・妥当な解決が求められます。

しかしながら、法令集や一般的な解説書、判例・学説などを読んだだけでは適切に対応できないことが数多くあ

り、そうした問題を手際よく処理していくところが実務担当者の役割で、その悩みも多いと思います。日常の労

務管理上の問題に対して、最新の法令、判例、行政解釈を踏まえて、専門家が回答した労働法の実務 Q&A集です。

『労政時報』に掲載された相談室の内容を 24テーマ 300に整理しています。 

 

★社労士のためのゼロからわかる労働相談 みらいコンサルティング  

         労務行政 （2018.12） 366.14/176 

 近年の「働き方改革」に関する法律改正への対応や、人事労務が企業における重要な「経営課題」として位置

づけられている昨今において、「ヒト」に関する課題解決のニーズは日ごとに高まっています。社労士に求められ

る専門性として、従来から行っている社会保険・労働保険の手続き代行業務のほか、近年は、人事労務に関する

相談業務の占める割合も多くなっています。そして、相談を受ける内容についても、より高度な支援や対応が求

められています。これらの対応に対応できるノウハウをまとめます。 

 

 

                                                

                                               

                                              

労働情報コーナーだより 

特集：労働相談 

令和 5 年度 vol.3（9 月） 

[指定管理者] 公益財団法人 神奈川県労働福祉協会  かながわ労働プラザ 
横浜市中区寿町１－４   電話 045-633-5413 FAX 045-633-5416 
https://zai-roudoufukushi-kanagawa.or.jp/l-plaza/ 

「労働相談」とは、日頃働く中で、様々な疑問に接した時や職 

場に於いて、身近な問題からより深刻な問題まで、いろいろな困 

りごとの相談が持ち込まれるものです。ひとつ一つ誠意をもって 

応えていく事が、職場を円滑に運営していくコツです。それらに 

どのように応えていくか、実務で相談を行ってきた専門家の事例 

集を紹介します。ここに収めた以外にも、様々なテーマの書籍や 

関連の雑誌（最新情報）が労働情報コーナーにありますので、ご 

利用をお待ちしております。 

 

【労働相談】 

 

【書籍の紹介】 



 ★労働相談事例集 改訂 3 版 労働問題研究会 労働教育センター （2020.6） R366.14/92/2 

 会社・労働者個人間のトラブル・紛争の発生に伴う法的な解決は、それに要する時間と労力、費用を考えると、

労使双方にとって必ずしも好ましいことではありません。労使間のトラブルの発生を防ぐため、また発生してし

まったとしても大きな紛争にしないため、労働相談担当者の解決能力向上は重要な課題です。前版の発行以降、

労働法性も大きく変わり、労働契約法の改正による無期転換の導入、働き方改革関連法による改正を含めて、事

例を解説します。 

 

 ★派遣労働者・労働組合のための派遣労働相談マニュアル  

日本労働弁護団 （2016.2） 366.8/261 

 労働者派遣法は、「労働者派遣事業」を当初は事業限定して開始し、改正を重ね、かなりの分野で浸透してきて

います。このような「間接雇用」を法制化した中で、労働者にとって、不安定雇用、使用者責任の不明確、労働

条件格差、権利行使が困難という点で不利益な労働形態が、あくまで例外的で限定的な状態が続いています。そ

のような労働形態にある派遣労働を限定にした労働相談についての事例をまとめています。 

 

★アルバイト・パートのトラブル相談 Q&A －基礎知識から具体的解決策まで－ 岩出 誠【編集代表】 

ロア・ユナイテッド法律事務所 【編】 民事法研究会 （2017.7） 366.8/256 

 パートタイム労働者やアルバイトは、残業代や年次有給休暇、労災補償、解雇予告手当など受けられないとい

う誤った認識が、いまだ社会にはびこっています。にもかかわらず、現実には、彼らは、日本の雇用の約 3割近

くを占め、重要な役割を担っています。彼ら非正規労働者の中でも、圧倒的多数を占めるパートタイム労働者、

アルバイトを巡り、労使が職場で出会う様々な疑問に、最新の法令・指針・判例を踏まえ解説します。 

 

 ★女性社員の労務相談ハンドブック －女性活躍推進法・改正育児介護休業法対応－ 山浦 美紀・ 

大浦 綾子・小西 華子・里内友 貴子・高橋 佳子 新日本法規出版 （2017.11） 366.21/756 

 一人の女性として、プライベートと仕事を両立するために奮闘して働いてきた経験を参考にし、企業が直面す

るであろう女性社員の労務問題に解決とアドバイスを加えます。女性が社会進出し、働きやすい職場づくりに、

企業からの相談を受けて多種多様な労務問題を解決してきた経験のある女性弁護士や女性特定社会保険労務士

が集結し、執筆に携わりました。 

 

★外国人労働相談最前線 今野 晴貴・岩橋 誠（岩波書店 No.1061） 岩波書店 （2022.4） 366.89/97 

 戦前の日本においても、会社が親に金銭を渡し、その「前借金」を返すために、子どもが奉公先で奴隷のよう

に働かされるという忌まわしい慣行が、存在していました。今日では、この「債務奴隷制度」は労働基準法によ

って刑罰付きで禁止されています。しかし、外国人技能実習制度においては、母国のブローカーを通じ、実質的

な「債務奴隷制度」が運用されています。なぜ日本では「奴隷制度」がまかり通るのか。外国人の働く職場の実

態や労働相談の現場を報告します。 

 

 ★労働相談全国ガイドブック －職場トラブル 110 番－ 労働相談センター 【編】 

同時代社 （2017.1） 366.14/168 

 労働トラブルを解決して、労働条件をもっと良いものにしたいけれど、どうすれば良いかわからない。どこに

相談したら良いだろう。そのような人に向けてまとめられています。ここでは、こうした労働相談に耳を傾け、

解決の道筋を示してくれる、労働組合や行政機関、弁護士団体などの窓口を紹介します。全国各地で労働相談を

受けられる窓口について概要を解説します。労働組合、労働基準監督署、都道府県の労働局、法テラスなど。 


